経済財政運営と改革の基本方針（骨太の方針）に向けた要望書

令和７年３月４日
（国会議員）　　様

　
病院経営は経営母体を問わず急激に悪化していて、個々の病院の経営努力では改善を図ることは難しい状況である。診療所も同様の傾向である。
その要因は、人件費上昇と物価高騰による。また、コロナ禍以降患者が減少しており収支の悪化に拍車をかけている。新型コロナ感染症が病院経営に大きな影響を及ぼしたことは明らかであるが、厚生労働省の医療経済実態調査を基に分析した結果、現在の医療提供体制の非効率性という要因もあるが、多くは診療報酬体系による構造的問題であると考えられる。
医療は労働集約型産業で、その費用の７割が人件費（給与費６割、外部委託費１割）、物価と連動する給食材料費と光熱水費を含む経費が１割弱を占めている。したがって人件費や物価の上昇が収支に大きな影響を及ぼす。
道民の生命と健康を守るために、全ての医療機関等の経営状態を安定化させ、医療提供体制を堅持していく必要があることから、以下の要望について、まず「骨太の方針」への必要な記載が重要であると認識しており、国会議員の先生方のご理解ご協力をお願いする次第である。

要望事項

１　賃金・物価の上昇に応じて連動する仕組みの導入
　
昨年１２月に、令和６年度補正予算による措置が決定されたが、補助金だけ
　でなく、場合によっては令和８年度診療報酬改定の前に、期中改定も視野に入
　れて対応していく必要がある。
２　社会保障予算の目安対応について、税収の伸びに基づく財政フレームの見直
しを行い、「社会保障関係費の伸びを高齢化の伸びの範囲内に抑制する」との取
り扱いを廃止

過去のデフレ時代から継続されている「高齢化の伸びの範囲内に抑制する」
という財政制約が、物価や人件費が上昇する環境下にも関わらず踏襲された。
医療・介護業界でも他産業並みの賃上げができるよう、一段加速した別次元の
対応が必要である。
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著しい人口減少により対象者が激減していることや、出生数に好転の兆しが
見えない。産科や小児科などの患者減少だけではなく、将来の医療の担い手の
減少にも影響してくることから、強力な方策の検討を開始すべきである。
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